別記様式第28号（第30条関係）
自衛消防訓練通知書
	　　　　令和○○年××月△△日

富良野広域連合富良野消防署
　署　長　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　㊞



	事業所の所在地
	富良野市山部１町内　（３）

	事業所の名称等
	○×ホテル　　（４）
	「消防法施行令
別表第１」項別
	（５）項　イ　

	実施日時
	　令和○○年××月△△日　（６）
	１３時００分から

１４時００分まで

	訓練種別
	１　避難訓練　２　消火訓練　３　通報訓練　４　総合訓練
５　その他（　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　（７）　

	参加人数
	　　３０　名　（８）
	問合せ先
	担当者　○○課　（氏　名）
電　話　２３－５１１９　（９）

	消防機関指導
	有　　　無　
	必要機材
	消火機材　　有　　　無　
消防車両　　有　　　無　（１０）

	訓練概要等（具体的に記入すること。）

地下ボイラー室の感知器が作動し、館内に確認中の放送入れる。複数人で作動場所へと向かい現状を確認すると、煙と炎を確認したため、一人を火災である旨をフロントに知らせ、残りの２人で初期消火を実施する。初期消火失敗となり、避難誘導と移る。
　火災の知らせを聞いた後、館内に火災発生の放送と避難する旨を伝える。消防（１１９番）火災の通報し、消防隊到着後避難状況等を報告する。　　（１１）

	※　　受　　付　　欄
	※　　経　　過　　欄

	
	


備考　１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２　※欄は記入しないこと。

３　訓練計画書がある場合は、添付すること。
４　通報訓練を実施する場合は、通報直前に富良野消防署（２３－５１１９）に連絡を
すること。

　　５　本通知書は、ＦＡＸ（２３－１５５９）又はＥ－ｍａｉｌ
（119yobouka@city.furano.hokkaido.jp）で通知することができます。
【自衛消防訓練通知書記入要領】

	項　　目
	記　載　要　領

	※目的と説明
	自衛消防訓練は、事業所等の従業員や施設を利用する方（不特定多数）が用途毎に定められている人数を超え、防火管理者が該当する事業所等が防火管理者の責務において作成しなければならない、消防計画に基づき当該消防訓を年２回以上実施しなければなりません。

	（１）年月日
	届出書を提出する年月日を記入してください。

	（２）届出者
	自衛消防訓練を実施する者の住所・氏名を記入し押印してください。
法人での届出又は防火管理者名での届出でも構いません。

	（３）事業所の所在地
	自衛消防訓練を実施する事業所の所在地を記入してください。

	（４）事業所の名称等
	自衛消防訓練を実施する事業所名称等を記入してください。

	（５）「消防法施行令

別表第１」項別
	「消防法施行令別表第一」に掲げる用途に応じた項を記入してください。（記入例～ホテル・旅館：５項イ　となります。）

	（６）実施日時
	実施する日時を記入してください。

	（７）訓練種別
	実施する項目に「○」又はそれ以外を「＝」線で抹消してください。
１．避難訓練　～　避難誘導のための訓練
２．消火訓練　～　消火器具の取扱のための訓練

３．通報訓練　～　１１９番を使用し通報する訓練

４．総合訓練　～　１から３番を一連の流れで行う訓練

５．その他　　～　防火講話や上記以外を実施する場合

	（８）参加人数
	訓練に参加される予定の人員で構いませんので記入してください。

	（９）問合せ先
	消防側が訓練実施の内容等について確認する場合がありますので、担当者の氏名及び連絡先を記入してください。

	（１０）消防機関指導
	消防職員の派遣を依頼される場合は「有」、必要としない場合は「無」に「○」又はそれ以外を「＝」で抹消してください。

また、派遣を依頼される場合において、訓練用消火器や消防車両を必要とする際も「○」又はそれ以外を「＝」で抹消してください。
消防職員の派遣については、他の行事等のため希望日程に添えない場合がありますので、計画時から事前の相談をお願いします。

	（１１）訓練概要等
	実施する訓練内容を具体的に記入してください。

別添にて訓練概要を作成した場合は、「別紙添付」と記入し、訓練計画書を添付してください。

	※その他
	備考欄のとおり、消防機関指導の必要の無い場合であっても、自衛消防訓練通知書は「５」の通知先へ訓練実施前に必ず通知してください。

さらに、通報訓練を行う際は直前に連絡をお願いします。


　　　正・副２部を届出してください。（正～消防用　副～届出者控え　となります。）
記入例





（１）





（２）





（５）








